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B点には収敷しない。中立的な場合である。
　1SD線は，　LM線より傾斜が小の場合である。この場合には，　A，　D，
D、，D2，D3，…の経過を経ることになりB点には収敏しない発散の場合であ
る。ISC線は，　LM線よりも傾斜が大の場合であり，この場合には，　A，
C，C、，　C・，　C、…の経過を経てB点に収敏する。収敏の場合である。ケインズ
は，この収敷の場合を仮定していたことになる。
結
?
　IS－LMモデルの図示は，ピックスのものである，といってよいであろ
う。しかし，ピックスは，財市場と貨幣市場との関係については，明確に
していなかったということができるであろう。両市場の関係は，図2ある
いは，図9で示した図のようにすれば，明らかになると考えられる。
　IS－LMが示されたとき，ティンバーゲンは，タイム・ラグを導入し，
「くもの巣理論」にしたがって，安定を考えるべきであることをピックス
に示唆した。本論文では，タイム・ラグの導入には，種々の問題があるこ
とを示して来た。くもの巣理論のように，需要と供給との均衡ということ
で簡単にIS－LMモデルを処理することができないからである。くもの巣
理論を考えることができるのは，財市場におけるくもの巣理論と貨幣市場
におけるくもの巣理論という場合である。IS－LMモデルは，この両市場
が関連している。その関連において，調整機能を果たすのは，財市場にお
いては，国民所得であり，貨幣市場においては，利子率である。ピックス
は，1S－LMモデルにおいて，利子率と国民所得を市場における価格と生
産量に置き換え，利子率が調整機能を果たすと考えている面がある。
　タイム・ラグを導入しなくて，因果関係によって，IS－LMモデルの均
衡点の安定性について，くもの巣を考え，くもの巣理論と同じように安定
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条件を考えることができることを示して来た。
　ピックスは，この安定いいかえれぽ，1S曲線とLM曲線の交点への収
敏について『景気循環論』では，別の説明をしている。ピックスは遅れに
ついて論じている。「われわれのIS曲線とLM曲線との間の形式的なあ
るいは機械的な関係は，通常の需要曲線と供給曲線との間のそれと同一で
ある。供給一需要のメカニズムに対する遅れの影響が循環的変動への傾向
を作りだすことはよく知られており，それは伝統的に周知の「くもの巣の
定理」に表現されている。この場合も同様である。貨幣的循環は貯蓄一投
資一流動性のくもの巣運動となる。」（Hicks（1950），　p．147，古谷訳
（1951），p．203）。ピックスは，図11の点線に対応する図を示している。
なお，Hicks（1937）でも，すでに利子率と所得との同時決定を「価格と
生産量の同時決定」と対比させて述べている。この場合，ピックスは，次
のことを念頭においていたように思われる。利子率をパラメータと考え，
IS曲線に対応するt時点の所得をY∫Sとし，　LM曲線に対応するt時
点の所得をy伊とし，（t－1）時点の利子率をr、一・，t時点の利子率をrt
とするならば，ピックスは，このとき，連立方程式
D’　　　　C
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P
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YfS＝f（rt－、）
YをM＝9（rt）
y’S＝YをM
が意味することを連想していたと推測される。なお，この場合，｝7好と
rtとは相互依存関係になっている。
　ピックスの前述の運動の説明は，本論文で示した財市場の均衡で所得が
決まり，その所得での貨幣市場を均衡させる利子率が決まるという説明と
は異なっている。次のように述べている。「IS曲線は，貨幣的均衡がAに
おいてあった位置から，貨幣的均衡がPに示されるような位置に最近移動
したと考えることから始めよう。貨幣需要の増加が現われるのに時間がか
かるために，また貨幣の供給が始めは高い短期の弾力性をもって需要に適
応するために，利子率が暫くの間不変のままにとどまるとすれぽ，所得は
経路ABに沿って増大し始めるであろう。もちろん，　AからBへの即時的
運動は存在しないであろう。拡張はかなりの時間がかかる。経路がAから
Bへ向かって運動するにつれて，取引目的のため貨幣需要は遅れをもって
ではあるけれども増大する。。それゆえ，銀行の立場はますます困難とな
り，早晩LM曲線への反作用がおこらなけれぽならない。しかしながら，
その反作用がBへの到達後まで延期されることは少しも不可能ではない。
B到達後暫くして，銀行制度は信用を制限する行為に出なけれぽならない
であろう。流動性の状態を旧に復するために，その時それはBからCへの
利子率を高めなけれぽならない。BはPの右にあるからCはPの上方にな
けれぽならない。そして，Cの水準に維持される利子率は結局において，
貨幣的均衡点を超えて進む所得の収縮を惹きおこさなければならない。所
得はそれゆえに，CからDへ向って収縮するであろう一そして循環は継
続して行く。
　いままでのところ，分析は通常の供給一需要のくもの巣運動の場合と正
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確に同一である。しかし，われわれの仮定は，供給一需要のくもの巣運動
を生みだすものと正確に同一ではなく，したがってわれわれは他の点を考
慮にいれなけれぽならない。」（Hicks（1950），　pp．147－8，古谷訳（1951），
pp．203－4）。
　長く引用したが，ピックスの説明が明確に示されている。ピックスの説
明では，財市場においてB点に到達以前に貨幣市場への影響を前半では考
えている。B点に到達後についての説明が，本論文での説明に対応する部
分である。このあとピックスは遅れについて，種々論じ，そのあと次のよ
うに述べている。
　「流動性反作用が（Bの以前に）B’点でおこり，そして利子率がそれ
ゆえにC’に上昇すると考えよう（第18図一図11に対応する図一）。C’に
到達した瞬間から新しい投資計画は新しい高利子率によって影響され始め
る。しかしもとの低率によって惹きおこされたもとの投資計画はまだ充分
には展開されていない。そして，その乗数効果はまだ消耗していない。か
くして，状態は，体系が低利子率にすでに完全に適応し終った点で利子率
の上昇がおこる場合と同一ではない。C’で示される現行利子率はそれ自
身収縮的効果をもつ。」（Hicks（1950），　PP．149－150，古谷訳（1951），　PP．
206－7）。ピックスはこのようにして，P点への収敏を説明している。（W．
H．ブラソソンは，別の仕方で均衡点へ螺線的に収敏すると説明している
（嘉治・今野訳（1976），PP．71－2，参照）。なおブラソソンは，貨幣供給
の増加は，LM曲線を外側にシフトさせると考えている）。
　ピックスは，1S曲線もLM曲線もともに曲線で示している。図11では
それらが直線で示されているが，B’点が図10の1VDの間にある場合には，
ピックスの説明はあてはまらない。IS曲線の勾配がLM曲線のそれより
大である場合には，ピックスの後半の説明のようなことが起こったとき，
図10のB点，図11のP点への収敏は急速に起こるであろう。
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　両曲線の形状そして交点の接線の勾配を決めるものは，何であろうか。
IS曲線の場合には，資本の限界効率曲線の形状と貯蓄曲線の形状であり，
LM曲線の場合には，　kの数値と流動性選好曲線の形状である。これら
の関係は，微分によって示すことができる。交点におけるIS曲線の接線
の勾配，LM曲線の接線の勾配の代わりに，両曲線の弾力性によって，
示すこともできる。弾力性で示す場合には，IS曲線の弾力性（η）は
1・Y／Y／㌻H筈ラであり・L舳線の弾力性（　，η）は牌
△劃一齢ζ1であ・・交点蘭・て・・〈171の・き㈱・・
　ピックスが図11をもとにして，考えたような場合には，IS曲線とLM
曲線の勾配の大小は，P点に収敏するかどうかを判定する資料にはならな
い。しかし，本論文で考えているような場合には，この条件は，収敷する
かどうかの判定資料になるものである。
　ピックスは，後になってからは，同時存在因果連鎖として，ケインズの
モデルを考えている。したがって，前述の「A点からB点への即時的運動
は存在しないであろう」という見解は放棄したことになる。またB点の前
のB’点において流動性反作用が起こるという発想は，ピックスが乗数の
波及の中断を考えた時期があったことを想い出させる。
　ピックスは，1977年の時点では，乗数についても同時存在を考えている
（Hicks（1979），参照）。
　つぎに因果連鎖と構造との関係について考えてみよう。本論文の筆老
は，構造について次のように考えている。諸要素（Elements），構造（Struc・
ture）そして構造体（A　Structure）の3老を考えた場合，3者の関係は
次の方程式で示すことができると考えている。
　　　Elements十Structure＝A　Structure
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この場合，StructureはRelation（関係）としても良いがStructureの方
が誤解をまねかないと思われる。Elementsは，構成要素であり，主体，
変数，概念，単語，言葉，命題，原因と結果，諸構造体（Structures）な
どである。AStructureは，構造体という訳語をあてているが，溝築物，
体系，組織体，文，パラグラフ，命題，方程式，連立方程式，因果律，因
果連鎖，モデル，理論，論文などである。
　量的因果関係をAStructure（CE）で示すならぽ，因果連鎖（A　Struc・
ture（CC）は次のようになる。
　　　（Cause（s），　Effect（s））十Structure＝A　Structure（CE）
　　　Structures（CE）十　Structure　＝＝　A　Structure（CC）
後者はStructureの無冠詞をS・あるいはSu，単数をS・あるいはSc，
複数をS2あるいはSpで示すならぽ，次のようになる，
　　　S2＋S。＝Siあるいは　SP＋Su＝Sc
　ばらばらな構成要素（例えぽ，X，　Y）は函の中に入れられ構造体Y＝
F（X）になると量的因果関係をもつことになり1この関係が，構造体の構
造になる。ケイソズの場合の因果連鎖は，普通考えられている両端が開い
た直線的な因果連鎖ではなく，円になっている因果連鎖であると考えられ
る。またケインズの『確率論』では，因果の論理的関係の確率が論じられ
ているが，この確率は「尤もらしさの大いさ」といってもよいもので，数
値で示すことができるとケイソズは考えていない。
　本論文の筆者は，構造を前述のように，
　　　要素の集合＋構造＝構造体
と考えている。井上（1991）は，ケインズ的因果性を構造的因果性と呼
び，「IS－LM表的図式によってはどうしたも表現できないのが，この構
造的因果性である。」（井上（1991），p．213）と述べている。本論文は，
この構造的因果性をIS－LMと関連づけて図示し，量的因果連鎖という用
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語でそれを示した。この量的因果連鎖が閉じたものになる場合は，財市場
と貨幣市場が共に均衡状態になったときである。1S曲線とLM曲線の交
点の座標が示す利子率と国民所得になれぽ，この均衡状態になる。
　因果関係を法則化した場合または因果関係について理論を形成した場
合，その法則あるいは理論の論理は無時間的なものになる。しかし，原因
から結果までの過程は時間的であり，原因と結果の説明は時間的な観点か
らなされる。これは，例えぽ乗数理論についてもしたがってケネーのジグ
ザグ表についても言える。市場に関係がある利子率決定理論，所得決定理
論についても言えることであり，したがって，因果連鎖についても言える
ことである。この観点から，ピックスのいう同時存在因果関係を理解する
ことができるであろう。またこの観点からするならぽ，同時存在因果連鎖
という概念も許されるであろう。筆者はこのように考えている。
　外生変数の変化が原因となり，因果連鎖が起った場合，その結果である
新しい均衡状態を示す交点に収敷するかどうかが次の問題になる。貞広
（1992）は，表を示し，IS曲線とLM曲線の傾きを示し，次のように述
べている，「日本の場合は両曲線ともかなりフラットであるがISの方がよ
りフラットである（いうまでもなく，傾きの符号は逆）。米国の場合は両
曲線の傾きはほぼ同じである。西独とその他の先進国の場合はLM曲線
の方が1S曲線より相対的にフラットになっている。」（貞広（1992），　p．
85）。この研究の結果を前述した安定条件の観点から見るならぽ，日本は発
散することになり，西独とその他先進国（EC）は収敏することになるが，
米国は中立的である。米国のものは，IS曲線の傾きが0．92であり，　LM
曲線の傾きが0．90になっている。長期金利をとるか短期金利をとるかで数
値は異なっている。
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